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*1 「国民生活に関する世論調査」 （2007 年）によれば、日常生活での悩みや不安の内容として「老後の
生活設計について」を挙げた者の割合が 53.7 ％と最も高く，以下， 「自分の健康について」 （48.3 ％） ，
「家族の健康について」 （39.8 ％）が上位を占めている。








































































ば Anand and Segal[2008], Ferrera and Ravallion[2008]。
*8 クロスカントリー・データでの分析例として Folster and Henrekson[2001], Arjona et al.[2002], 茂呂
[2004]。これらは政府規模が経済成長と負の関係を持つという結果を示している。





















































なたは A 効率の良さ、B 公平性の高さのどちらをより重視しますか」であり、選択肢








ある。前段の結果は表 3 であり、約 2/3 が現状よりも所得格差は小さい方が良いと回
答している。また、後段の結果は、表 4 の通り、平均値は 6.7 倍、中央値は 5.0 倍で
ある。
*11 すなわち、平均的な国民は所得格差を現在に比べてかなり縮小するのが望
ましいと考えている。*12 経済産業省[2006], 「新経済成長戦略」では政策努力により１人当たり実質 GNI が年率 2.5 ％で伸
びると試算しており、これと整合的な数字である。














































構わないという考え方をしていることになる。集計結果によると（表 7） 、72 ％の人






性を参照基準として女性ダミー（female） 、年齢は 40 歳台を参照基準として 20 歳台






































ordered-probit 分析を行った結果が表 10 である。この結果によると、女性は教育、社










2006 年度の数字を見ると、 「社会保護」 （34.7 ％） 、 「保健」 （20.2 ％） 、 「経済業務」 （14.2
％） 、 「教育」 （11.6 ％）などのシェアが大きい。この分類は、上の調査の分類とはい*17 GDP 統計の「経済業務」は、研究開発と公共投資の平均、 「教育」は義務教育、大学教育、子育て
支援の平均、 「社会保護」は、弱者救済と社会保障の平均を用いて計算した。 「一般公共サービス」 、 「防
衛」 、 「娯楽・文化・宗教」の３つは対応する調査項目がないため、増減なしとして処理した。











り約 570 万円に相当します。あなたは、30 年後、この借金はどの程度であるのが良
いと思いますか」である。選択肢は、(1)毎年約 25 万円の国民負担により、30 年後
に借金を今の１割程度まで減らす、(2)毎年約 20 万円の負担により、30 年後に借金
を今の半分まで減らす、(3)毎年約 15 万円の負担により、30 年後に借金を今の８割
程度まで減らす、(4)毎年約 12 万円の国民負担により、30 年後も今と同じ程度の借








円強の負担（国民全体で約 18 兆円, GDP 比 3.6 ％の負担）を行うべきというのが平均
値である。




する。 公平性と効率性だけに焦点を当てたものではないが、 米国では Fuchs et al.[1998]
が代表的な先行研究であり、労働供給の賃金弾性値、法人税やペイロール税の帰着と*19 主に日本経済学会の会員を対象に同学会の事前の了承を得て行った調査である（このほか少数なが




*20 Fuchs et al.[1998]は、米国の労働経済学、公共経済学の学者に対して類似の調査を行っており、労
働経済学者はわずかに公平性にウエイトがあり（0 ～ 100 のスケールで中央値 56） 、公共経済学者はやや

































*23 専門分野は JEL 分類（複数回答）で尋ねているが、ここではサンプルの多い「マクロ経済学」 、 「公
共経済学」 、 「労働経済学」の３分野についてダミー変数を用いた。
*24 なお、望ましい所得格差の水準を被説明変数とした OLS を行ったところ、大学以外に所属する人
（官庁エコノミスト、民間エコノミスト等）はやや大きめの格差が望ましいとする傾向があったが、他
の属性は有意ではなかった。




























成長率に影響があると専門家は見ているのか。GDP 比で 10 ％という相当大きな追加
的所得再分配を行った場合の長期的な経済成長率への影響についての回答は、平均値
▲ 0.7 ％、中央値▲ 0.5 ％であった（表 16） 。
*25 ただし、標準偏差 0.7、90 パーセン

















被説明変数は上の６つの政策に対するスタンス（ 「引き上げるべき」 ：1, 「どちらか
というと引き上げるべき」 ：2, 「現状程度が適正」 ：3, 「どちらかというと引き下げる














再分配政策と経済成長率の間のトレードオフが大きいと判断しているほど所得税の引*26 国民負担率は国民所得を分母とすることが多いが、ここでは GDP 比を考えている。具体的な設問



























率が GDP 比で 10 ％ポイント上昇した場合の経済成長率への影響（年率）は、平均値
▲ 1.2 ％、中央値▲ 1.0 ％だった（表 19） 。






長期的に効率性と公平性の両方に寄与しトレードオフがない稀な政策である（" a rare public policy with
























178 兆円という現状よりも約 13 兆円、GDP の 2.5 ％程度政府サービスを増加させる
ことになる（中央値だと約 11.5 兆円、GDP 比 2.2 ％） 。潜在的国民負担率の国際比較
によると、主要先進国の中で日本は米国に次いで低く、例えば欧州の中で比較的小さ
い英国でも日本よりも 8 ～ 9 ％ポイント高い。したがって、GDP 比で＋ 2 ％～＋ 2.5
％という数字は、国民が「大きな政府」を志向しているという意味ではない。このほ
か、長期的に政府債務を削減するために１人当たり年間 14 万円強の負担（国民全体





































で米国人が例外的である（Alesina et al.[2004], Björklund and Freeman[2008]） 。なお、相対所得が幸福度に
影響する場合、一定の前提の下、所得分配が不公平な国ほど幸福度が低くなり、そうした効果は豊かな
国ほど大きいとの指摘がある（Clark et al.[2008]） 。
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平均 標準偏差 p10 p50 p90





計 4,283 100.0-2 0-

































-0.060 -0.413 -0.282 0.120 0.322 0.491 0.010 -0.070 -0.093 -0.008 0.051 -0.092 -0.007
-1.60 -6.32 -5.63 2.43 5.25 5.12 0.22 -1.51 -1.12 -0.17 1.23 -2.24 -0.33
0.1654 -0.226 -0.143 0.1638 -0.045 -0.178 -0.11 0.1572 -0.162 -0.037 -0.189 -0.119 -0.092
3.69 -2.98 -2.43 2.72 -0.6 -1.57 -1.95 2.87 -1.62 -0.65 -3.79 -2.38 -3.55
-1.162 1.075 0.748 -0.172 0.273 0.030 -0.161 -0.518 0.786 0.324 1.121 0.025 0.495
-4.32 2.31 2.10 -0.49 0.62 0.04 -0.48 -1.56 1.32 0.99 3.75 0.09 3.30
0.062 -0.001 -0.106 0.255 0.392 0.300 0.032 -0.096 -0.024 -0.020 -0.031 0.042 0.023
1.61 -0.01 -2.06 5.03 6.23 3.08 0.67 -2.02 -0.28 -0.41 -0.71 1.00 1.10
高所得者への
課税強化 0.002 -0.046 -0.056 0.011 0.016 0.081 -0.008 0.014 -0.044 0.006 -0.010 0.001 0.001
　（z値） 0.14 -1.48 -2.38 0.47 0.57 1.82 -0.36 0.63 -1.11 0.26 -0.49 0.06 0.08
医療保険・失業
保険当充実 0.000 -0.028 -0.080 0.031 0.241 0.250 0.049 -0.068 -0.053 -0.003 -0.034 0.009 -0.008
　（z値） 0.02 -0.91 -3.34 1.31 8.44 5.71 2.17 -3.07 -1.34 -0.13 -1.69 0.47 -0.82
公教育充実 0.037 0.004 0.016 -0.043 -0.062 -0.048 0.038 0.040 -0.073 0.026 0.041 -0.032 0.002
　（z値） 2.08 0.14 0.68 -1.82 -2.15 -1.07 1.69 1.84 -1.85 1.18 2.04 -1.63 0.19
低所得者への
支援強化 0.007 0.021 -0.007 0.006 -0.051 -0.024 -0.035 -0.019 0.034 -0.061 -0.099 -0.020 -0.042
　（z値） 0.42 0.74 -0.34 0.30 -2.00 -0.61 -1.74 -0.94 0.98 -3.19 -5.62 -1.16 -4.78
働き方による賃
金格差縮小 0.083 -0.113 -0.108 0.095 0.022 -0.024 0.004 -0.080 -0.061 -0.018 -0.052 0.013 -0.021
　（z値） 4.63 -3.66 -4.52 4.00 0.77 -0.54 0.16 -3.60 -1.55 -0.83 -2.62 0.68 -2.07
-0.105 -0.036 0.106 0.010 -0.009 -0.166 0.079 -0.424 -0.132 0.000 0.229 -0.100 0.070
-2.75 -0.55 2.10 0.20 -0.15 -1.73 1.67 -9.01 -1.58 0.00 5.41 -2.40 3.30
（注1） ①, ②-1, ③, ⑤はordered-probit, ②-2はOLS, ④はdprobit。
（注2） 10％水準で有意ではないものは薄字。
















表 11 30 年後の政府債務残高についての考え方
Freq. (%) Freq. (%) Freq. (%)
0.5倍以下に縮小 156 3.7 77 1.8 333 7.9
0.8倍程度に縮小 243 5.8 163 3.9 753 17.9
現状程度 1,826 43.5 2,028 48.2 2,070 49.2
1.2倍程度に充実 934 22.2 989 23.5 761 18.1
1.5倍以上に充実 1,043 24.8 951 22.6 287 6.8
Freq. (%) Freq. (%) Freq. (%)
0.5倍以下に縮小 342 8.1 112 2.6 277 6.6
0.8倍程度に縮小 727 17.3 259 6.1 528 12.5
現状程度 2,043 48.5 1,371 32.3 1,882 44.6
1.2倍程度に充実 853 20.3 1,479 34.8 1,083 25.7
1.5倍以上に充実 245 5.8 1,029 24.2 447 10.6
Freq. (%) Freq. (%) Freq. (%)
0.5倍以下に縮小 128 3.0 935 22.1 389 9.2
0.8倍程度に縮小 274 6.5 1,195 28.3 804 19.0
現状程度 1,413 33.6 1,508 35.7 1,876 44.4
1.2倍程度に充実 1,458 34.7 474 11.2 866 20.5
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0.94 -0.83 -3.52 0.61 -1.88 -0.85 -2.98 -0.93 0.33 -0.38 -1.07 -1.12 -3.20
0.040 0.528 0.300 -0.107 0.123 0.092 0.086 0.150 -0.120 0.034 0.089 -0.036 -0.008
1.04 7.88 5.89 -2.14 1.94 0.91 1.80 3.18 -1.40 0.73 2.08 -0.86 -0.37
0.089 0.128 -0.007 0.004 -0.027 0.223 -0.127 0.165 -0.161 -0.056 -0.090 0.062 0.050
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I1 7 3 . 9 %
J2 8 6 . 4 %
K1 5 3 . 4 %
L 53 12.1%
M1 5 3 . 4 %
N 6 1.4%
O 54 12.4%
P1 2 2 . 7 %
Q2 4 5 . 5 %
R3 9 8 . 9 %








































mean sd p10 p50 p90
追加的所得移転の経済
成長への影響 -0.7 0.7 -1.0 -0.5 0.0
Coef. z Coef. z
所得再分配増加の経済成
長への影響度 -0.0747 -0.88 所得再分配増加の経済成
長への影響度 -0.1789 -2.20
法人税の投資への影響度 -0.0183 -1.20 所得税の労働供給への影
響度 -0.0979 -1.59
効率重視（ﾀﾞﾐｰ） 0.3622 2.14 効率重視（ﾀﾞﾐｰ） 0.3599 2.09
公平重視（ﾀﾞﾐｰ） -0.6434 -3.62 公平重視（ﾀﾞﾐｰ） -0.4742 -2.59
Coef. z Coef. z
所得再分配増加の経済成
長への影響度 -0.2195 -2.70 所得再分配増加の経済成
長への影響度 -0.0728 -0.91
 
効率重視（ﾀﾞﾐｰ） 0.0870 0.52 効率重視（ﾀﾞﾐｰ） 0.1344 0.80
公平重視（ﾀﾞﾐｰ） -0.3816 -2.13 公平重視（ﾀﾞﾐｰ） -0.2858 -1.63
Coef. z Coef. z
所得再分配増加の経済成
長への影響度 -0.1528 -1.85 所得再分配増加の経済成
長への影響度 -0.2481 -2.97
最低賃金の低所得労働者
の雇用量への影響度 -0.0855 -4.55  
効率重視（ﾀﾞﾐｰ） 0.4811 2.72 効率重視（ﾀﾞﾐｰ） 0.2525 1.47

















引き上げるべき 10.1 29.6 33.0 10.2 22.2 15.6
どちらかというと引
き上げるべき 12.0 18.4 18.2 19.6 29.4 23.7
現状程度が適当 34.2 30.7 29.0 46.5 38.9 48.6
どりらかというと引
き下げるべき 29.0 11.6 9.3 14.5 5.0 8.9
引き下げるべき 14.6 9.7 10.5 9.2 4.5 3.4-2 5-
表 19 潜在的国民負担率の増加が経済成長率に及ぼす影響（％）
表 20 30 年後の望ましい政府債務残高の GDP 比
mean sd p10 p50 p90
潜在的国民負担率の上
昇の経済成長への影響 -1.2 0.8 -2.0 -1.0 -0.5
mean sd p10 p50 p90
30年後の望ましい政府
債務残高（対GDP, ％） 90 47 30 100 150